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要 旨 

既設橋が有する耐震性能等を合理的に評価するためには，地盤条件に応じた地盤調査法

を適用し，照査に必要な地盤定数を適切に設定することが有効となる．本報告では，東北

地方太平洋沖地震の影響を受けた既設橋に対して実施した地盤調査結果を対象として，各

種地盤調査法の適用性について検証するとともに，今後の課題について整理した．  
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第１章 はじめに

1.1 既設橋等に対する地盤調査法の適用の現状と課題 

既設橋が有する耐震性能等を合理的に評価するためには，地盤条件に応じた地盤調査法を適用し，

照査に必要な地盤定数を適切に設定することが必要となる．しかしながら，地盤条件に応じた地盤調

査法の適用に関して知見が十分でないのが実状である．

新設橋を設計する際の地盤調査法として，一般的には標準貫入試験のみが行われることが多い．同

様に，既設橋の耐震性能を評価しようとする際にも通常は簡便な手法が用いられている．しかし，こ

うした一般的な地盤調査法については，以下のような課題を有している．

・軟弱粘性土の地盤定数の推定精度が悪い

・砂礫層の地盤定数の推定精度が悪い，サンプリングが困難

・動的解析に必要な地盤物性値が入手できない

特に既設橋の場合には，一旦補強が必要と判断された場合，補強に多大なコストを要するとともに，

補強工事の際の通行機能の制限など社会的にも影響を及ぼすこととなる．このため，出来るだけ性能

を適正に評価し補強の必要性を厳密に判断することが求められる．また，適用する地盤調査法につい

ても，より精度の高い手法を用いるのが望ましい．さらに，信頼性に基づく設計技術が整備されるこ

とにより，こうした精度の高さをより合理的に性能評価につなげることが可能となる．なお，こうし

た精度の高い，あるいは一般的な地盤調査法では問題を有する地盤条件に対する新たな調査法として

次のようなものがある．

(1) SBP

孔内水平載荷試験については，コアチューブにより先に試験孔を掘削してから試験装置を挿入す

るプレボーリング方式のプレッシャーメータ試験 1)（以下，PBP）と試験孔を掘削しながら試験装

置を挿入するセルフボーリング方式のプレッシャーメータ試験 1)（以下，SBP）などがある．図-1.1.1

に試験装置の分類を示す．軟弱地盤では，試

験孔掘削時の応力解放などにより，試験結果

が孔壁の乱れの影響を受けやすく，PBP では

変形係数を過小評価する傾向がみられる．一

方，SBP は PBP に比べて孔壁の乱れが少なく

軟弱地盤において良質の試験結果が得られる

と期待されている．これまでも，軟弱地盤に

おける SBP の適用性については，SBP から得

られる変形係数と PBP や室内試験から得ら

れる変形係数を比較するなど様々な検討が行 図-1.1.1 試験装置の分類 1) 
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図-1.1.3 CPT 試験機の例 1) 

われている 2)～20)．これによれば，N 値 0 や N

値 2 の軟弱粘性土地盤において PBP よりも大

きな変形係数が得られるなどの試験結果が示

されているが，SBP が PBP などの他の試験法

よりも高い精度で変形係数を評価できる軟弱

地盤の範囲を示すまでには至っていないのが

現状である． 

 

(2) GP サンプリング 

近年 GP サンプリングによって，以前では

困難とされてきた砂礫層や崖錐層の不撹乱試

料についても，高品質の試料採取が可能とな

っている．図-1.1.2 に GP サンプラーによる試

料採取手順を示す．GP サンプリングは，ゲ

ル状の高濃度ポリマー水溶液により，サンプ

リング時のコアチューブと試料の摩擦をなく

し，コアの側面にゲル化した潤滑剤の保護被

膜を形成して見掛けの粘着力が付与される効果でサンプリング時の土粒子の流出や転がり等を防ぎ，

試料の乱れとコア詰まりの原因を回避しつつ，高速回転でれきを切削しながら高品質な試料を採取

できる調査法である．ただし，高濃度のポリマー溶液が試料に浸透することによる各種室内試験結

果への影響が明らかでない．また，サンプリングが適切に行える地盤の条件が必ずしも明らかとな

っていない． 

 

(3) CPT 

電気式静的コーン貫入試験（Cone Penetration Test．

以下，CPT）は，先端のコーンプローブで先端抵抗，

周面摩擦，間隙水圧を測定しながら静的に貫入を行

うサウンディング法であり，これらの測定値に基づ

いて，地盤の硬軟に加えて土質分類を把握すること

ができること，深さ方向に約 2cm 間隔でデータ測定

を行うことで微細な層相変化を捉えることができる

ことが特徴である．図-1.1.3 に CPT 試験機の例を示

す．その他，測定値から相対密度，せん断強度，液

状化強度などの推定が行われる場合もある． 貫入装

置の自重やスクリューアンカーからの反力を得てコ

 

図-1.1.2 GP サンプラーによる試料採取手順 1) 
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図-1.1.4 SBIFT 試験の概略図 21） 

ーンを静的に圧入するため，軟弱粘性土層～

砂質土層への適用は可能であるが，大きな 

玉石や砂礫地盤に対しては適用が困難となる．

また，貫入深度が深くなるとコーン先端の傾

斜が顕著となるため，適用深度は 20～30m 程

度とされている．こうした特徴から，ヨーロ

ッパの軟弱地盤が多い地域などでは，CPT か

ら得られる試験結果と設計に用いる地盤定数

との関連性が整理されており，地盤調査や設

計に広く用いられているが，地層の硬軟分布

の変化が著しい我が国では，適用範囲の広い標準貫入試験が主流となっている．しかし，測定値に

基づく地盤の各種力学特性の推定手法としての発展性や分解能の高さ，コストなどを考慮すると，

適用可能な条件を見極めた上で活用することで，有用な調査手法の一つとなりうるものと考えられ

る． 

 

(4) SBIFT 

孔内水平載荷試験と類似するものとして，孔内せん断摩擦試験法（SBIFT: Self Boring typed In-situ 

Friction Test）がある．図-1.1.4 に SBIFT 試験の概略図を示す．この試験装置はセルフボーリング方

式であり，孔内水平載荷試験装置の機能を有するほか，孔壁に一定の水平応力を作用させながら一

定速度でプローブを引上げることで，せん断強度を測定できるのが特徴である．ここで，せん断プ

レートは固い地盤に対応するため剛性の高い金属スリットが用いられており，対象とする地盤が軟

弱な場合，せん断プレートの剛性自体が支配的となり十分な精度が得られない可能性がある．また，

粒径が比較的大きい砂礫地盤や固結した岩盤などの場合，孔壁とせん断プレートの間にすべりが生

じ，適切なせん断強度を得られない可能性がある．このように，本試験の適用を検討する際には，

適用可能な地盤条件について留意する必要がある．また，本試験から得られた変形係数から地盤反

力係数などの設計地盤定数を推定する方法について，NEXCO 設計要領 21)ではα=2 が示されている

が，プレボーリング方式の孔内水平載荷試験を用いた場合と比べて必ずしも設計上有利な扱いとな

らないという課題がある． 

 

1.2 本報告の目的 

 

本報告では，東北地方太平洋沖地震による影響を受けた既設道路橋の被災メカニズムの分析のため

に実施した各種の地盤調査法による調査結果を分析し，相互の比較検討を行うことにより対象とした

地点の地盤上の特徴について考察するとともに，主として新たな地盤調査法の適用性や地盤条件に応

じた適切な地盤調査法の組合せの考え方，今後の課題などについて整理した． 
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第２章 地盤調査の目的 

 

2.1 東北地方太平洋沖地震の影響を受けた橋に対する地盤調査 

 

既設橋の合理的な耐震性評価手法などを検討するうえで，実際に被災した橋，被災しなかった橋を

対象として，被災した要因，被災しなかった要因を分析することは重要である．解析や室内実験に基

づく知見には限界があることから，このような外力や構造物の規模がいずれも大きい実橋を対象とし

た検討は重要度が高いといえる．また，被災メカニズムの分析にあたっては，地盤の動的な応答特性

や抵抗特性を適切に評価する必要があるため，詳細な地盤調査を実施し必要な地盤物性値を入手する

ことが必要である． 

そこで，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震の影響を受けた橋に対して，変状のあった橋，変

状のなかった橋の地盤の特徴を把握することを目的として地盤調査を実施した． 

 

2.2 動的解析のための地盤調査 

 

 既設橋が有する耐震性能等を合理的に評価するためには，動的解析を含めた慎重な評価が求められ

る．そこで，動的解析により基礎の評価を実施する場合に必要な地盤物性値を入手することを目的と

して，地盤調査を実施した． 
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第４章 地盤調査の結果 

 

 個々の調査結果の詳細については，巻末資料に記すこととし，本章では，調査結果による地盤上の

特徴に関する考察と各種地盤調査法の適用性に関する考察について述べる． 

 

4.1 個々の調査結果による地盤上の特徴に関する考察 

 

 調査対象とした 3 橋の架橋地点における地盤上の特徴に関する考察を以下に示す． 

 

(1) K 橋 

1) 調査対象の概要 

3.1 調査対象参照。本地点では，着目する P1 橋脚が河道内に位置するため，河道の両端で調査を

行い，その結果を基に P1 橋脚の地層構成，地盤定数を推定した．なお，本来は水上ボーリングに

より P1 橋脚位置で調査を行うのが望ましい． 

 

2) 想定断面 

想定断面を図-4.1.1 に示す． 

 
図-4.1.1 想定断面図（K 橋） 

 

 

3) 地盤上の特徴 

・K 橋付近は左岸では低位段丘層の洪積層で，扇状地性の砂礫が主体である．河川の流水により浸

食された扇状地の末端部が A1 橋台と P1 橋脚の間に位置し，それより右岸側に河川堆積物や氾濫

原堆積物による沖積層が堆積している．本地点は大河川の上流部に位置し，沖積層も砂礫が卓越

している． 

・図-4.1.2 に P1 橋脚および P2 橋脚付近の河床の洗掘状況を示す．赤線は施工時，黒線は耐震補強
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設計時，青線は本調査時の測量により得られたものである．図中に示すとおり，河床が徐々に降

下し洗掘が進行している様子が確認できる．特に P1 橋脚付近の洗掘が著しい． 

 
 

図-4.1.2 洗掘状況 

 

(2) N 橋 

1) 調査対象の概要 

  3.1 調査対象参照。 

 

2) 想定断面 

想定断面図を図-4.1.3 に示す．本橋は斜角を有しているが，想定断面図は橋軸方向のものである． 

 
図-4.1.3 想定断面図（N 橋） 

 

3) 地盤上の特徴 

・低湿地に分類される． 

・橋台背面は築堤に用いられた盛土層，杭頭部は砂質土を主体とした盛土層，杭中間部は河川運搬

作用により堆積した陸性粘性土層で有機質粘性土が主体，支持層付近は砂礫を主体とした沖積礫

質土層，それ以深は凝灰質細粒砂岩が強風化した砂層である． 

施工時 

耐震補強時 
現況 
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・図-4.1.3 の右端に記されている河道は人工的に造成されたものであり，人工河道およびその築堤

と同時に N 橋が建設されている． 

 

(3) O 橋 

1) 調査対象の概要 

  3.1 調査対象参照。 

 

2) 想定断面 

想定断面図を図-4.1.4 に示す．本橋は斜角を有しているが，想定断面図は橋軸方向のものである． 

 
図-4.1.4 想定断面図（O 橋） 

 

3) 地盤上の特徴 

・低湿地に分類されるが，やや段丘化が進行し，複雑に入り組んだ地形を成している． 

・橋台背面は築堤に用いられた盛土層，杭頭部は礫混じり砂質粘土を主体とした盛土層，杭中間

部は河川運搬作用により堆積した陸性粘性土層で有機質粘性土が主体，支持層付近は砂礫を主

体とした沖積礫質土層，それ以深は凝灰質細粒砂岩が強風化した砂層である． 
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4.2 各種地盤調査法の適用性に関する考察 

 

4.2.1 調査結果を評価する際の留意点 

 各調査法（試験法）から得られる地盤定数を比較し，その違いや傾向から調査結果を評価する際の

留意点を考察した． 

 

(1) 変形係数 E 

 本調査で実施した調査・試験により得られた地盤の変形係数（標準貫入試験により求めた変形係数

EN，孔内水平載荷試験による Eb，三軸圧縮試験から求めた変形係数 E50）についてそれぞれ比較を行

った．これらの変形係数については，これまでも土木研究所などによる比較研究が行われており，本

調査から得られた変形係数の比較結果を示すだけでなく，既往の研究との比較を行った． 

まず，孔内水平載荷試験から得られた変形係数 Eb と標準貫入試験 N 値から求めた変形係数 EN との

関係について，土研資料第 299 号に示されている相関図に本調査で得られた値をプロットしたものを

図-4.2.1 に示す．土研資料第 299 号では，両者の間にはバラツキがある中で土質にかかわらず

Eb=678N0.998 という関係が近似的に成立することが示されている．本調査から得られた値についても，

概ねバラツキの範囲内にあるといえる．  

同様に，孔内水平載荷試験による変形係数 Eb と三軸圧縮試験から求めた変形係数 E50 との関係につ

いて，土研資料第 299 号に示されている相関図に本調査で得られた値をプロットしたものを図-4.2.2

に示す．土研資料第 299 号では，両者の関係は土質にかかわらずほぼ一致していることが示されてい

る．本調査から得られた値についても概ね相関図に示されているバラツキの範囲内にあるといえる． 

ただし，N 橋の粘性土（N 値 2 の有機質粘性土）については，孔内水平載荷試験から得られた値が

室内試験から求めた値より大きく下回っている．この値は， PBP によるものである．このように，

軟弱な粘性土地盤では，PBP によると変形係数を過小評価するおそれがあるため，地盤調査を計画す

る際には，PBP のみ実施するのではなく室内試験の実施や PBP ではなく SBP の適用を検討するなど

がよいと考えられる． 

次に，速度検層で得られた弾性波速度 Vs から逆算した動的変形係数 ED と三軸圧縮試験から求めた

ES(=E50)との関係を図-4.2.3 に示す．既往の研究 1)では，両者の間には ED=187ES
0.794 という関係が成立

することが示されている．これについて杭基礎設計便覧では，ES は ED の 1/20～1/40 となっているが，

これらの違いの原因に関しては，試験方法，載荷速度，ひずみレベルの違いなどが考えられているも

のの，十分な根拠に乏しくあいまいなものであると記載されている．なお，道路橋の設計においては，

動的変形係数 ED は地震の影響を考慮する場合の固有周期の算定で必要な水平方向地盤反力係数を求

めるために用いられている．一方，鉄道標準 2)などでは，速度検層から得られた変形係数を基礎の地

盤反力係数の算定に用いる変形係数（室内試験より求めた変形係数相当）に換算する式が示されてお

り，これによると ES は ED の 1/10～1/11 となる．本調査で求められた ES は ED の 1/5～1/40 となってお

り，ED がやや小さめの値となっている．また，この結果からも ES と ED の関係はバラツキが大きく，
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速度検層結果による ES の推定精度は必ずしも高くないといえる． 
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図-4.2.1 標準貫入試験により求めた変形係数 EN と孔内水平載荷試験による変形係数 Eb との関係 
 

  

Eb=678N0.998
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図-4.2.2 室内試験より求めた変形係数 E50 と孔内水平載荷試験による変形係数 Eb の関係 
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図-4.2.3 動的変形係数 ED と室内試験により求めた静的な変形係数 E50 の関係 

 

 

 

 

 

 

 

ED=187E50
0.794
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(2) 強度定数 c，φ 

 まず，三軸圧縮試験結果から求めた砂質土のせん断抵抗角φについて，道示の参考資料に示されて

いる推定式 3)により標準貫入試験の N 値から算定した値との比較を行った．図-4.2.4 に三軸圧縮試験

結果から求めたせん断抵抗角φと換算 N 値 N1 の関係を示す．ここで，O 橋の砂質土については，N

値が 5 以下のため推定式の適用外であるが参考のために示している．これによると，K 橋の砂質土を

除いて概ね推定式に近い値を示している．ここで，K 橋の礫質砂については GP サンプリングにより

乱れの少ない試料が採取できたものと推測される．一方，K 橋の砂質土については礫混じりが確認さ

れており，サンプリング方法の選択が不適切で試料を乱した可能性がある．このように，試験結果を

そのまま用いると地盤定数を過小評価，または過大評価する可能性があるため，地盤定数を評価する

際には，既往の推定式との比較やサンプリング方法の妥当性について確認する必要がある． 

次に，三軸圧縮試験から求めた粘性土の粘着力 c について，標準貫入試験 N 値との相関を確認した．

粘着力 c と N 値の関係については，H8 道示Ⅳまでは「やむを得ない場合」に用いて良いとの注釈付

きで推定式 c=(6～10)N (kN/m2) が解説中に示されていた．また，地盤工学会の「地盤調査の方法と解

説」4)では，N 値と一軸圧縮強さ qu の対応についてはバラツキが多く密接な関係に乏しく設計などへ

の適用は避けることが望ましいとしながらも，qu=12.5N (kN/m2) という関係が示されている．ここで

は，c=qu/2 (kN/m2) から c=12.5N/2=6.25N (kN/m2)とし，粘着力と N 値の関係を確認した．図-4.2.5 に

三軸圧縮試験から求めた粘性土の粘着力 c と標準貫入試験 N 値の関係を示す．本調査の結果からも，

粘着力と N 値の相関関係はバラツキが大きく，N 値から粘着力を推定しようとすると過小評価する場

合が多いことが分かる． 
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図-4.2.4 砂質土の三軸圧縮試験結果と N1 の関係 
 

φ=4.8logN1+21 
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図-4.2.5 粘性土の三軸圧縮試験結果と標準貫入試験 N 値の関係 
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(3) 繰返し三軸強度比 RL 

 繰返し非排水三軸圧縮試験から求めた繰返し三軸強度比 RL について，道示の方法で算出される繰返

し三軸強度比 RL との比較を行った．本調査において実施した繰返し非排水三軸圧縮試験から得られた

繰返し三軸強度比と粒度の影響を考慮した補正 N 値 Na との関係を図-4.2.6 に示す．細粒分含有率 Fc

が 10%未満の砂質土については，文献 5)や H14 道示 V の参考資料に繰返し三軸強度比 RLと換算 N 値

との相関関係が示されおり，この相関図に本調査から得られた値をプロットしたものを図-4.2.7 に示

す．これより，本調査で得られた細粒分含有率 Fc が 10%未満の砂質土の値については，概ね既往の研

究による相関関係のバラツキの範囲内にあるといえる．一方，それ以外の Fc10%以上の砂質土，礫質

土，粘性土については道示の方法で算定される値と比較してバラツキが大きいことが分かる．今回の

調査結果では，特に Na が 25 以上において，繰返し三軸圧縮試験結果から求めた繰返し三軸強度比 RL

が道示の方法で算定される値を大きく下回っている．道示の RL 推定式は凍結サンプリング試料の試験

データを基にしている一方で，本調査ではいわゆるチューブサンプリング試料の試験データから RL

を評価している．試料の乱れが小さくなるように配慮したもののその影響を受けてしまった可能性や，

ネッキング等の液状化以外の要因による供試体の破壊によって RL が過小評価された可能性，さらには

礫打ちにより N 値が過大評価された可能性等が考えられ，原位置液状化強度の評価が容易でないこと

が分かる．  
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図-4.2.6 粒度の影響を考慮した補正 N 値 Na と繰返し三軸強度比 RL の関係 
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図-4.2.7 砂質土の換算 N 値と繰返し三軸強度比 RL の関係 
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4.2.2 調査法の適用範囲及び適用する際の留意点 

 本調査で実施した SBP，CPT，GP サンプリング，常時微動測定について，得られた結果と従来の調

査法の結果とを比較し，どのような条件で結果が整合し，どのような条件で結果が整合しないのかと

いう観点から，調査法の適用範囲や適用する際の留意点を考察した． 

 

(1) SBP（セルフボーリング方式の孔内水平載荷試験） 

N 値 2 の有機質粘性土地盤において，同一深度で SBP と PBP を実施し，得られた変形係数を比較し

た．比較した結果を図-4.2.8 に示す．これによると，PBP から得られた変形係数は，SBP よりも小さ

く N 値からの推定値よりも小さくなっている．道示では，「N 値が 5 未満である場合には，標準貫入

試験から得られたN値と基礎の静的載荷試験から得られる地盤反力係数の関係は土質に関わらずばら

つきが著しいため，N 値から変形係数や地盤反力係数を推定することは適切ではない．したがって，

このような場合には乱れの少ない試料による室内試験や原位置での孔内水平載荷試験，平板載荷試験

などの結果から変形係数を求めるのがよい」としているが，孔内水平載荷試験については，地盤の特

徴にあった試験のタイプを選定することが必要といえる． 
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図-4.2.8 PBP から得た変形係数と SBP から得た変形係数の比較 

 

(2) CPT（電気式静的コーン貫入試験） 

 CPT の試験結果（先端抵抗 qt，周面摩擦 fs，間隙水圧 u）から土質分類，換算 N 値 Nc，細粒分含有

率 Fc を示し，ボーリング結果および室内試験結果との比較を行った．図-4.2.9～図 4.2.14 に比較結果

を示す．ここで，CPT の試験結果から得られた Fc について，Robertson6),7)の算出方法によるものを

Fc(Rob)，時松ら 8)の算出方法によるものを Fc(toki)と示す．また N 値については，Jefferies ら 9)による

ものを N(jeff)，時松らによるものを N(toki)と示す．CPT による土質分類結果については，各地点にお

いてボーリング結果と概ね整合性が確認できる．換算 N 値 Nc や細粒分含有率 Fc については，ボーリ

ング結果や室内試験結果と整合したりしなかったりと多少のバラツキはみられるものの，ボーリング

間の地層構成を補間するという観点では CPT の適用性は高いと考えられる．また，既設橋の耐震性能

Eb=678N0.998
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評価などにおいて，地盤の地層構成を詳細に把握したい場合などには，その有効性は高いと考えられ

る．  

各図に示すように，同一層内で地盤抵抗が大きく変化する場合，CPT ではその傾向を細かく把握す

ることができる．また，例えば図-4.2.9 の Ac1 層のように標準貫入試験ではとらえられない薄い層が

存在するような場合においても，CPT では把握が可能である．こうした薄層が設計や施工に影響する

場合には，標準貫入試験に加えて CPT を行うのがよいと考えられる．なお，CPT の試験結果から液状

化判定に用いられる Fc を推定することが可能であるが，前述のとおりさまざまな算出方法があるもの

の，各図に示す推定結果をみるとバラツキが大きいことが分かる．このように，どのような地盤条件

でどの算出方法が適切であるかなどの知見は十分ではなく，Fc の推定方法に課題があるため CPT によ

る Fc が液状化判定に使えるか否かは今後検討が必要と考えられる． 

 
図-4.2.9 CPT による土質分類，換算 N 値 Nc とボーリング結果との比較（K 橋その 1） 

 

 
図-4.2.10 CPT による細粒分含有率と物理試験結果との比較（K 橋その 2） 
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図-4.2.11 CPT による土質分類，換算 N 値 Nc，Fc とボーリング結果，室内試験結果との比較（N 橋その 1） 
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図-4.2.12 CPT による土質分類，換算 N 値 Nc，Fc とボーリング結果，室内試験結果との比較（N 橋その 2） 
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図-4.2.13 CPT による土質分類，換算 N 値 Nc，Fc とボーリング結果，室内試験結果との比較（O 橋その 1） 
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図-4.2.14 CPT による土質分類，換算 N 値 Nc，Fc とボーリング結果，室内試験結果との比較（O 橋その 2） 
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(3) ＧＰサンプリング 

 本調査において実施した GP サンプリングによって採取した試料の試験結果を図-4.2.15 に示す．調

査結果は何れも道示に示す推定式と近い結果となっていることから，乱れの少ない試料が採取できて

いると考えられる．ここで，高濃度のポリマー溶液が試料に浸透することによる各種室内試験結果へ

の影響が懸念されたが，既往の研究 10)において，ポリマーの浸透が試験結果に与える影響は小さい検

討結果が報告されている．ただし，混入率が低い場合，ポリマー溶液（原液を 3%に薄めたもの）の

混入率によって試験結果の値が低下する結果（混入率 1.8%で繰返し三軸強度比が 6%低下，混入率 5%

で繰返し三軸強度比が 20%低下）が示されており，GP サンプリングを実施する際には，試験結果に

影響を及ぼさないようポリマーの混入率等に留意する必要がある． 
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図-4.2.15 GP サンプリング試料の試験結果 
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(4) 常時微動測定 

 速度検層結果の評価には個人差が生じるため，速度検層の結果および結果の評価の妥当性を検証す

ることを目的として，常時微動測定を実施した．常時微動測定による観測 H/V スペクトル比と速度検

層結果から算出した理論 H/V スペクトル比の比較図を図-4.2.16～図-4.2.18 に示す．これらによると，

ピークの周波数は概ね一致しており，速度検層の結果または結果の評価が概ね妥当であることが分か

る．ただし，常時微動測定では，明瞭な速度コントラストを有する地層境界が存在しない場合等に明

瞭な卓越周波数が認められない場合があるが，今回の調査結果においても，常時微動測定による H/V

スペクトル比の卓越振動数は必ずしも明瞭でない．今回のように，速度検層結果の検証を目的とする

場合は問題ないかもしれないが，例えば，耐震設計上の基盤面が不明確な場合の地盤の基本固有周期

の評価に適用する場合，常に地盤の基本固有周期が得られるとは限らない点に注意を要する． 

 
図-4.2.16 観測 H/V スペクトル比と理論 H/V スペクトル比の比較図（K 橋） 

 

 
 

図-4.2.17 観測 H/V スペクトル比と理論 H/V スペクトル比の比較図（N 橋） 
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図-4.2.18 観測 H/V スペクトル比と理論 H/V スペクトル比の比較図（O 橋） 
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第５章 まとめ 

 

5.1 本報告で得られた知見 

 

本報告では，東北地方太平洋沖地震の影響を受けた既設橋に対して実施した地盤調査結果を対象と

して，各種地盤調査法の適用性について検証するとともに，今後の課題について整理した． 

 

 1 章では，既設橋等に対する地盤調査法の適用の現状と課題，本報告の目的を示した．2 章では，本

報告で検証の対象とした地盤調査について，調査目的を示した．3 章では，調査対象，調査計画，調

査方法について示した． 4 章では，個々の調査結果による地盤上の特徴に関する考察，各種地盤調査

法の適用性に関する考察を示した．  

 

 

1）  今回の調査のように，パイロットボーリングを実施し，試料採取深度，試験深度，試験内容を

決定することで，必要な地盤定数を効率的に得られると考えられる．  

2）  本調査で実施した孔内水平載荷試験から得られた変形係数 Ebと標準貫入試験 N値から求めた変

形係数 EN，三軸圧縮試験から求めた変形係数 E50 をそれぞれ比較したところ，両者のあいだには

バラツキがあるものの，概ね既往の研究で示されている相関のバラツキの範囲内にあることを確

認した． 

3）  N 値 2 の粘性土地盤において，プレボーリング方式のプレッシャーメータ試験による孔内水平

載荷試験（PBP）から得られた変形係数は，室内試験から求めた値を大きく下回る結果となった．

このような軟弱な粘性土地盤において，PBP によって地盤の変形係数を評価しようとすると，変

形係数を過小評価する可能性があることを確認した． 

4）  本調査で実施した速度検層で得られた弾性波速度 Vs から逆算した動的変形係数 ED と三軸圧縮

試験から求めた E50 を比較したところ，E50 は ED の 1/5～1/40 となっており，既往の研究よりもバ

ラツキが大きい結果となった．速度検層結果から E50 を推定することは精度が低いことを確認した． 

5）  砂礫地盤において GP サンプリングにより試料を採取し三軸圧縮試験および繰返し三軸圧縮試

験を実施したところ，何れの試験結果も道示に示す推定式と近い結果となっていることから，乱

れの少ない試料が採取できていることを確認した． 

6）  本調査において実施した繰返し非排水三軸圧縮試験から得られた繰返し三軸強度比と粒度の影

響を考慮した補正 N 値 Na との関係を比較したところ，Fc10%未満の砂質土については，道示の方

法で算定される値とほぼ整合がとれているが，それ以外の Fc10%以上の砂および礫質土について

は道示の方法で算定される値と比較してバラツキが大きい結果となった．特に Na が 25 以上では，

繰返し三軸圧縮試験結果から求められた繰返し三軸強度比 RLは道示の方法で算定される値を大き

く下回る結果となった．道示の RL 推定式は凍結サンプリング試料の試験データを基にしている一
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方で，本調査ではいわゆるチューブサンプリング試料の試験データから RL を評価している．試料

の乱れが小さくなるように配慮したもののその影響を受けてしまった可能性や，ネッキング等の

液状化以外の要因による供試体の破壊によって RL が過小評価された可能性，さらには礫打ちによ

り N 値が過大評価された可能性等が考えられ，原位置液状化強度の評価が容易でないことが分か

った．  

7）  孔内水平載荷試験については，コアチューブにより先に試験孔を掘削してから試験装置を挿入

するプレボーリングタイプの孔内水平載荷試験（PBP）と試験孔を掘削しながら試験装置を挿入す

るセルフボーリングタイプの孔内水平載荷試験（SBP）などがある．軟弱地盤では，試験孔掘削時

の応力解放などにより，試験結果が孔壁の乱れの影響を受けやすく，PBP では変形係数を過小評

価する傾向がみられる．一方，SBP は PBP に比べて孔壁の乱れが少なく軟弱地盤において良質の

試験結果が得られると期待されている．本調査においても，N 値 2 の有機質粘性土地盤において，

同一深度で SBP と PBP を実施し，得られた変形係数を比較したところ，PBP から得られた変形係

数は，SBP よりも小さく N 値からの推定値よりも小さい結果となることを確認した． 

8）  CPT の試験結果（先端抵抗 qt，周面摩擦 fs，間隙水圧 u）から土質分類，換算 N 値 Nc，細粒分

含有率 Fc を示し，ボーリング結果および室内試験結果との比較を行ったところ，CPT による土質

分類結果については，各地点においてボーリング結果と概ね整合性していることを確認した．ま

た，同一層内で地盤抵抗が大きく変化する場合，CPT ではその傾向を細かく把握できることを確

認した．ボーリング間の地層構成を補間するという観点では CPT の適用性は高いと考えられ，既

設橋の耐震性能評価などにおいて，地盤の地層構成を詳細に把握したい場合などには，その有効

性は高いと考えられる．なお，CPT の試験結果から液状化判定に用いられる Fc を推定することが

可能であるが，さまざまな算出方法があるものの，今回の試験による推定結果をみるとバラツキ

が大きいことが分かった．このように，どのような地盤条件でどの算出方法が適切であるかなど

の知見は十分ではなく，Fc の推定方法に課題があるため CPT による Fc が液状化判定に使えるか否

かは今後検討が必要と考えられる． 

9）  速度検層結果の評価には個人差が生じるため，速度検層の結果および結果の評価の妥当性を検

証することを目的として，常時微動測定を実施し，常時微動測定による観測 H/V スペクトトルと

速度検層結果から算出した理論 H/V スペクトルを比較したところ，ピークの周波数は概ね一致し

ており，速度検層の結果または結果の評価が妥当であることを確認した．今回のように速度検層

結果の検証のために用いる上では問題ないかもしれないが，常時微動測定の結果のみから卓越周

波数，地盤の基本固有周期を読み取ることが必ずしも容易でない場合がある． 
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5.2 今後の課題 

 

既設橋が有する耐震性能等を合理的に評価するためには，地盤条件に応じた地盤調査法を適用し，

照査に必要な地盤定数を適切に設定することが必要となる．既設橋に対する各種地盤調査法の適用性

についてより精度を高めて検討するためには，実際に被災した橋，被災しなかった橋を対象として，

現地において実施した各種地盤調査法から得られた地盤物性値を用いて再現解析等を行い，どのよう

な地盤条件のときにどのような地盤調査法を適用しどのように地盤定数を評価することで，より合理

的に実際の挙動を再現できるかを検証していく必要がある． 
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参考資料 A 巻末 CD-ROM 収録データ 

土木研究所資料第 4314 号の巻末 CD-ROM には、本文で示した地盤調査結果の詳細データが収録

されています。収録されたデータは、下記の条件を満足する場合に限り、使用することができます。

1. 巻末 CD-ROM に収録されている情報を利用すること、もしくはその結果を利用することにより何らか

の不利益が生じたとしても土木研究所および著作権者は一切の責任を負わないこと。

2. 巻末 CD-ROM に収録されている情報、利用方法の内容に関する質問に答える義務を、土木研究所

及び著作権者は負わないこと。

3. 改変を行う場合には、利用者の責任において行うこと。

4. 巻末 CD-ROM に収録されている情報の再配布を行わないこと。

5. 巻末 CD-ROM に収録されている情報を利用し、その結果について言及したものを公表する場合には、

利用したことを参考文献などに明示すること。

さらに、さらに、これらの情報の利用されている実績を蓄積することによって情報提供の必要性・

有益性を把握するため、次の点についてご協力をお願い致します。

巻末 CD-ROM に収録されている情報を用いて作成された学術論文・報告書等で、印刷物等が出版・

公開された場合は、コピーを下記に送って下さい。これには、大学等における卒業論文、学会講演の

予稿集・商用利用時の報告書等も含まれます。お送りいただくのは、年度末にまとめてお送りいただ

いても、随時お送りいただいても構いません。

送付先

〒 305-8516 茨城県つくば市南原 1 番地 6 

国立研究開発法人 土木研究所

構造物メンテナンス研究センター 主任研究員 河野哲也

巻末 CD-ROM の収録データ 

資料 1 K 橋詳細地質調査業務報告書 ...................................................................................................... 1 

資料 2 N 橋詳細地質調査業務報告書 .................................................................................................. 425 

資料 3 O 橋詳細地質調査業務報告書 ................................................................................................ 1156 
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